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審査会合におけるコメント

Ｎｏ． コメント時期 コメント内容
今回ご説明資料の

掲載箇所

S219
2022年8月5日

第1065回審査会合

地震基盤相当面の設定位置について，Vpも踏まえて設定したことを現時点で否定するもので
はないが，説明性向上の観点から，設定位置を変えた場合の解放基盤表面における地震動
への影響を定量的に説明すること。

p.46，p.47，p.64

S220
2022年8月5日

第1065回審査会合

震源を特定せず策定する地震動として採用する観測記録の位相特性を用いた模擬地震波に
は，内陸地殻内地震の震源特性が反映された記録を用いるべきである。これを踏まえ一様乱
数の位相特性を用いた模擬地震波を代表として選定する説明内容の適正化を図ること。

p.50，p.52
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震源を特定せず策定する地震動

全国共通に

考慮すべき地震動

断層モデル手法を用いた地震動評価 応答スペクトルに基づく地震動評価

基準地震動の策定全体フローと本資料の説明範囲

敷地地盤の振動特性及び地下構造モデルの策定
• 地質調査，観測記録等による敷地地盤の振動特性の検討
• 経験的グリーン関数法に用いる地下構造モデル（はぎとり

地下構造モデル）の設定
• 統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルの設定
• 理論的手法に用いる地下構造モデルの設定

敷地ごとに震源を特定して策定する地震動

①検討用地震の選定，断層モデルの設定

基準地震動の策定

基準地震動の超過確率の参照

特定震源モデル及び領域震源モデルに基づき地震ハザード評価を実施

敷地周辺の地震発生状況

• 被害地震
• 敷地周辺で発生したM5.0以上の地震
• 敷地周辺で発生したM5.0以下の地震
• 震源として考慮する活断層

プレート間地震 海洋プレート内地震 内陸地殻内地震

②地震動評価

「敷地ごとに震源を特定して策定する地震動」と「震源を特定せず策定する地震動」の評価結果を踏まえて策定

地域性を
考慮する
地震動

2004年北海道留萌
支庁南部の地震

標準応答スペクトル

凡例 ：本資料の説明箇所 ： 説明済の箇所 ： 今後の説明箇所

第1065回審査会合（2022.8.5）

資料１ p.2 再掲
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①2014年6月申請内容 審議等を踏まえた反映事項

• 加藤ほか（2004）による応答スペクトルに
Noda et al.（2002）の方法により求めた地
盤増幅特性を考慮して，震源を特定せず
策定する地震動の応答スペクトルを設定
した。

 「全国共通に考慮すべき地震動」について検討・評価を行った。

 2004年北海道留萌支庁南部の地震における防災科学技術研究所が運用する全国
強震観測網の港町観測点における観測記録から推定した基盤地震動について，
佐藤ほか(2013)による評価を踏まえた地震動を評価した。

 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置,構造及び設備の基準に関する規則
の解釈 別記２」（2021年4月改正）に示されている「標準応答スペクトル」を踏まえ
た地震動を評価した。(2021年12月に提出した設置変更許可申請書の一部補正の
内容を一部修正。)

なお，地震基盤相当面（Vs=2200m/s以上）で定義された標準応答スペクトルは，
Vs=2200m/s，Vp＝4200m/sにおける加藤ほか（2004）による応答スペクトルを上回って
いることから，加藤ほか（2004）による応答スペクトルは採用しない。〔参考資料（本資料
p.62）参照〕

申請時（①2014年6月申請，②2021年12月補正）以降の審議等を踏まえた反映事項

②2021年12月補正内容 審議等を踏まえた反映事項

• 標準応答スペクトルに適合する模擬地震
波は，一様乱数の位相特性を持つ正弦波
の重ね合わせによって作成し，その振幅
包絡線の経時的変化は，Noda et 
al.(2002)の方法により評価し，マグニ
チュード6.9，等価震源距離10kmとした。

 一様乱数の位相特性を持つ正弦波の重ね合わせによって作成する標準応答スペクト
ルに適合する模擬地震波について，その振幅包絡線の経時的変化の評価に用いるマ
グニチュードを7.0に見直した。

 標準応答スペクトルに適合する模擬地震波は，複数の方法で作成するものとし，一様
乱数の位相特性を持つ正弦波の重ね合わせ及び実観測記録の位相特性を用いる方
法により作成した。

第1065回審査会合（2022.8.5）

資料１ p.3 一部修正
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１．検討方針

２．2004年北海道留萌支庁南部地震における基盤地震動の知見を用いた評価

２．１ 2004年北海道留萌支庁南部地震の概要

２．２ 佐藤ほか（2013）による基盤地震動

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討

２．４ 震源を特定せず策定する地震動に考慮する地震動

３．標準応答スペクトルに基づく地震動の評価

３．１ 標準応答スペクトルに基づく地震動の評価概要

３．２ 一様乱数の位相特性を用いた模擬地震波による評価

３．３ 観測記録の位相特性を用いた模擬地震波による評価

３．４ 標準応答スペクトルに基づく地震動の評価結果

３．５ プレート間地震による観測記録を用いた追加検討

４．全国共通に考慮すべき地震動の評価結果
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１．検討方針
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１．検討方針

（１）基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイドを踏まえた評価方針

基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイドの記載 評価方針

• 「全国共通に考慮すべき地震動」の検討対象地震の選定においては，地震規
模のスケーリング（スケーリング則が不連続となる地震規模）の観点から，「地
表地震断層が出現しない可能性がある地震」が適切に選定されていることを確
認する。

• 「全国共通に考慮すべき地震動」については，設置許可基準規則解釈別記２第
４条第５項第３号②に掲げる知見を用いて解放基盤表面における応答スペクト
ル（地震動レベル）が設定されていること。

• 2004年北海道留萌支庁南部の地震について，
佐藤ほか(2013)よる評価を踏まえた地震動を
評価する。

• 標準応答スペクトルに対し，地震基盤相当面
から解放基盤表面までの地盤増幅率を考慮し
た地震動を評価する。

【設置許可基準規則解釈別記２ 第４条第５項第３号②】

②上記の「全国共通に考慮すべき地震動」の策定に当たっては，震源近傍
における観測記録を基に得られた次の知見をすべて用いること。

• ２００４年北海道留萌支庁南部の地震において，防災科学技術研究所が
運用する全国強震観測網の港町観測点における観測記録から推定した
基盤地震動

• 震源近傍の多数の地震動記録に基づいて策定した地震基盤相当面（地
震基盤からの地盤増幅率が小さく地震動としては地震基盤面と同等とみ
なすことができる地盤の解放面で，せん断波速度Vs＝２２００ｍ／ｓ以上
の地層をいう。）における標準的な応答スペクトル（以下「標準応答スペク
トル」という。）として次の図に示すもの

第1065回審査会合（2022.8.5）

資料１ p.6 再掲
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１．検討方針

（２）全国共通に考慮すべき地震動の評価フロー

全国共通に考慮すべき地震動の評価

2004年北海道留萌支庁南部地震における
基盤地震動の知見を用いた評価

（２章にて詳細説明）

2004年北海道留萌支庁南部地震に
関する知見

佐藤ほか（2013）による基盤地震動

佐藤ほか（2013）以降の追加検討

震源を特定せず策定する地震動に
考慮する地震動

標準応答スペクトルに基づく地震動の評価
（３章にて詳細説明）

模擬地震波の作成
（地震基盤相当面）

標準応答スペクトル

解放基盤表面位置における応答評価

全国共通に考慮すべき地震動の評価結果
（４章にて詳細説明）

第1065回審査会合（2022.8.5）
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２．2004年北海道留萌支庁南部地震における

基盤地震動の知見を用いた評価

２．１ 2004年北海道留萌支庁南部地震の概要
２．２ 佐藤ほか（2013）による基盤地震動
２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
２．４ 震源を特定せず策定する地震動に考慮する地震動
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■概要(発生日時，地震規模等)

震度 観測点名

5強 苫前町旭(旧)

5弱 羽幌町南3条

4

秩父別町役場(旧)

剣淵町仲町(旧)

羽幌町焼尻
初山別村有明

発生日時 2004/12/14 14:56

震央地名 留萌地方南部

緯度 44°04.6′N

経度 141°41.9′E

深さ 9km

規模 M6.1(Mw5.7)

(気象庁震度データベースによる)

震度分布〔気象庁報道発表資料（2004.12.14）〕

■震央分布図(1997年10月～，M≧1.5) ■震央分布図(1900年～，M≧3.5)

■発震機構(P波初動解)

〔地震調査研究推進本部 地震調査委員会（2005.1.12）〕

〔気象庁報道発表資料（2005.1.11）〕

〔気象庁報道発表資料（2005.1.11）〕

２．１ 2004年北海道留萌支庁南部地震の概要

（１）地震の概要

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 /
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)

○ ：KiK-net(地表)
● ：KiK-net(地中×2)

△ ：K-NET(AVS30 < 500 m / s)

▲ ：K-NET(AVS30 ≥ 500 m / s)
━━ ：司・翠川(1999)

- - - - ：司・翠川(1999) ± 1σ

RMIH04(地中)

HKD020

HKD024

HKD021

RMIH05(地中)

RMIH04(地表)

RMIH05(地表)

※()内は地中観測記録

(地表・地中)

RMIH04 小平東 22.8 543.3
83.0 81.8 36.5

(23.8) (32.7) (25.9)

KiK-net
RMIH05 小平西 12.5 218.1

340.4 236.1 66.2

(57.8) (36.8) (27.4)

K-NET

(地表)

HKD020 港町 12.1 562.7 535.7 1127.2 368.4

HKD024 達布 15.6 337.2 184.9 274.0 73.5

HKD021 留萌 18.1 302.0 57.5 44.6 20.0

観測点
震源距離 AVS30 Amax(cm/s

2
)

(km) (m/s) NS EW UD

 震央距離が30km以内の観測記録としては下表の5記録になる。

 このうち，震源近傍に位置するHKD020(港町)においては，最大加速度1127.2cm/s2が観測されており，司・翠川
(1999)の距離減衰式の+1σを上回る。

司・翠川(1999)の距離減衰式との関係

K-NET及びKiK-netの最大加速度

震源距離(km)

２．１ 2004年北海道留萌支庁南部地震の概要

（２）観測記録（K-NET，KiK-net）

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 K-NET観測点の観測記録のうち，HKD020（港町）のEW成分及びUD成分の観測記録は，その他震源付近の観
測点のHKD021（留萌）及びHKD024（達布）の観測記録を上回る。

 佐藤ほか（2013）では，物理探査及び室内試験に基づくHKD020（港町）の基盤地震動の評価を行っていること
から，その知見を踏まえ「震源を特定せず策定する地震動」に考慮する地震動の評価を行う。

K-NET各観測記録の応答スペクトル

水平方向 鉛直方向

２．１ 2004年北海道留萌支庁南部地震の概要

（３）観測記録（K-NET）

：HKD020 EW
：HKD020 NS
：HKD024 EW
：HKD024 NS
：HKD021 EW
：HKD021 NS

：HKD020 UD
：HKD024 UD
：HKD021 UD

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 HKD020(港町)の地質構造・速度構造の把握を目的として，地震計設置地点から北西約5mの同一標高位置で，
深さ300m(G.L.-300m)までのボーリング掘削をオールコア採取で実施している。

 G.L.-13m付近までの岩盤は亀裂が多く，岩盤が脆いことを示唆している。また，それ以深の岩盤層については，
泥岩・砂岩の互層が主体で，そのうちG.L.-30m付近，さらにG.L.-41m以深に礫岩層が存在する構成となってい
る。

HKD020(港町)におけるボーリングコア写真

(左：深さ0m～24m，右：深さ24m～48m)

２．２ 佐藤ほか（2013）による基盤地震動

（１）HKD020観測点の物理探査 ①ボーリングコア

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 ボーリング孔を用いて，G.L.-150mまではダウンホール法とサスペンション法，G.L.-300mまではサスペンション
法によるPS検層を実施している。

 G.L.-50m付近までは，笹谷ほか(2008)の微動アレイ探査に基づくS波速度構造と今回の調査によるS波速度構
造は十分に対応していない。しかし，G.L.-58m以深の泥岩・砂岩互層が続く部分のS波速度構造については，
大局的にサスペンション法によるS波速度構造とほぼ対応している。

 PS検層によるS波速度構造から，Vsが700m/s以上となる明瞭な速度境界としての基盤層を，Vsが938m/sとな
るG.L.-41mに設定している。また，その深さのVpが2215m/sであるため，Vpの観点からみても基盤層の深さは
妥当としている。

 狐崎ほか(1990)による既往の経験式より，Vsが700m/s以上では，Vpが2000m/sを超えている。

HKD020(港町)におけるPS検層結果と

既往の研究によるS波速度構造モデル

HKD020(港町)のPS検層結果による

Vp-Vs関係と既往の経験式の比較

２．２ 佐藤ほか（2013）による基盤地震動

（１）HKD020観測点の物理探査 ②PS検層

第1065回審査会合（2022.8.5）

資料１ p.13 再掲
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 ダウンホール法によるPS検層結果のVsが500m/s以下のG.L.-6mまでのS波速度を，笹谷ほか(2008)による位
相速度を説明できるように若干修正し，HKD020(港町)の地盤モデルを作成している。

 HKD020(港町)の地盤モデルによるSH波の理論増幅特性の卓越周期は，微動H/Vスペクトルの卓越周期と周
期0.02秒程度のごく短周期までよく対応している。K-NET地盤情報によるSH波の理論増幅特性は，微動H/Vス
ペクトルの卓越を説明できない。

 以上から，佐藤ほか(2013)によるHKD020(港町)の地盤モデルは，より妥当なモデルであると結論づけている。

HKD020(港町)における微動H/V

スペクトルと地盤モデルに基づく

SH波の理論増幅特性の比較

HKD020(港町)における

レイリー波位相速度の比較

HKD020(港町)における地盤速度構造

(S波速度構造)の比較

HKD020(港町)における地震動評価モデル

２．２ 佐藤ほか（2013）による基盤地震動

（１）HKD020観測点の物理探査 ③地盤モデル
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 G.L.-6mまでの土質地盤の6点について，GPサンプリングにより試料採取し，0.2Hzの正弦波による繰返し三軸
試験によって地盤の剛性G及び減衰hのひずみγ依存性を取得している。

 ひずみレベル10-4オーダーでG/G0が0.6程度，すなわち初期の剛性から4割程度低下している。

 G/G0のひずみ依存性に関する既往の経験式との対応が良い。

 室内試験を実施した砂，礫混じり砂，礫，風化砂岩に対応するG.L.-6m程度までの地盤は，強震時に非線形性
を生じやすい特性であるとしている。

HKD020(港町)における表層地盤のG/G0の

ひずみγ依存性と既往の経験式の比較

HKD020(港町)における表層地盤の減衰定数hの

ひずみγ依存性と既往の経験式の比較

２．２ 佐藤ほか（2013）による基盤地震動

（２）HKD020観測点の基盤地震動評価 ①繰返し三軸試験による非線形特性
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 G.L.-6mまでの層については，室内試験結果を用いてH-Dモデルにより非線形特性(G/G0-γ，h-γ)を設定して
いる。

等価線形解析において設定した地盤の非線形特性

２．２ 佐藤ほか（2013）による基盤地震動

（２）HKD020観測点の基盤地震動評価 ②地盤モデルの非線形特性

第1065回審査会合（2022.8.5）
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擬似速度応答スペクトルの比較

 等価線形解析により，地表観測記録(EW成分)からG.L.-41mの基盤地震動を評価している。

 はぎとり結果の最大加速度は585cm/s2で，地表観測記録の約1/2となっている。

速度に変換した基盤地震動と地表観測記録の比較

推計された基盤地震動と地表観測記録の比較

２．２ 佐藤ほか（2013）による基盤地震動

（２）HKD020観測点の基盤地震動評価 ③基盤地震動評価（EW成分）
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 体積弾性率一定を仮定した1次元波動論による線形解析により，地表観測記録(UD成分)からG.L.-41mの基盤
地震動を評価している。

 はぎとり結果の最大加速度は296cm/s2となっている。

推定された基盤地震動

2004年北海道留萌支庁南部地震時のP波速度と減衰定数

２．２ 佐藤ほか（2013）による基盤地震動

（２）HKD020観測点の基盤地震動評価 ④基盤地震動評価（UD成分）

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 佐藤ほか(2013)では，K-NET観測点のHKD020（港町）について，G.L.-6m以浅に室内試験結果を
考慮した非線形解析を行い，G.L.-41mの基盤面における基盤地震動を評価している（G.L.-6m以
深は線形解析を仮定，減衰定数は1%に設定）。

 上記の基盤地震動の評価結果について妥当性を確認するため，以下の追加検討を実施する。

① 佐藤ほか(2013)の報告時点以降に得られた，G.L.-6mからG.L.-41mまでの室内試験結果を用い，
G.L.-41m以浅に非線形性を考慮して基盤地震動（水平方向）を評価。

② 不確かさを考慮した基盤地震動の評価として，G.L.-6m以浅は非線形，G.L.-6m以深は減衰定
数を3%として基盤地震動（水平方向）を評価。

③ 佐藤ほか(2013)の報告時点以降に得られた，PS検層の再測定結果から，地盤モデルを変更し
て基盤地震動（鉛直方向）を評価〔解析方法は佐藤ほか(2013)と同様〕。

④ HKD020（港町）における地下水位の状況を踏まえ，G.L.-6m以浅はポアソン比一定，G.L.-6m以
深は体積弾性率一定として基盤地震動(鉛直方向)を評価。

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討

（１）追加検討内容

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 G.L.-6mからG.L.-41mまでの5ヶ所において，室内試験を実施した。

追加の室内試験の実施位置

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（２）追加検討①：G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動（水平方向） ａ．室内試験

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 追加の室内試験結果により非線形性を設定した。

追加の室内試験による地盤の非線形特性

砂岩1 礫岩 泥岩1

砂岩2 泥岩2

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（２）追加検討①：G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動（水平方向） ｂ．非線形性の設定

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 G.L.-6mからG.L.-41mまでの地盤の非線形特性と減衰定数を変動させて，等価線形解析によりG.L.-41mでの
基盤地震動を評価した。

等価線形解析に用いる地盤モデル
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２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（２）追加検討①：G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動（水平方向） ｃ．地盤モデル
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 地表観測記録を入力として，G.L.-41mまで非線形性を考慮した等価線形解析から，G.L.-41m(Vs=938m/s)にお
ける基盤地震動を評価した。

等価線形解析の条件

 有効ひずみγeff = 0.65 γmax

 収束判定値(前のモデルとの差異)：1%以内

 最大繰り返し計算回数：30回
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２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（２）追加検討①：G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動（水平方向） ｄ．解析条件
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追加検討①と佐藤ほか(2013)の比較

G.L.-41m(追加検討①)

max=561(cm/s2)

地表観測記録と基盤地震動の比較

地表(観測)

max=1127(cm/s2)

G.L.-41m(佐藤ほか(2013))

max=585(cm/s2)

G.L.-41m(追加検討①)

max=561(cm/s2)

(cm/s2)

(cm/s2)

 G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動の最大加速度は561cm/s2となっており，佐藤ほか(2013)によ
る基盤地震動(585cm/s2)と比較すると，やや小さく評価された。

0.08秒

(約13Hz)

地表記録が大きい。

(増幅する)

地表記録が基盤地震動と

同じもしくは小さい。(増幅しない)

基盤地震動と地表観測記録の加速度

フーリエスペクトルの比較

G.L.-41m(追加検討①)

地表(観測)

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（２）追加検討①：G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動（水平方向） ｅ．評価結果
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追加検討①(G.L.-41m)

佐藤ほか(2013)(G.L.-41m)

観測記録(地表)

加藤ほか(2004)

 G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動の応答スペクトルは，佐藤ほか(2013)による応答スペクトルと
ほぼ同程度となっている。

擬似速度応答スペクトルの比較

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（２）追加検討①：G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動（水平方向） ｆ．応答スペクトル
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 収束物性値の深さ分布によると，G.L.-6m以深における減衰定数の収束物性値は，概ね5％程度となっている。

収束物性値，最大加速度及び最大ひずみの深さ分布

S波速度 減衰定数 最大加速度 最大ひずみ

初期モデル

佐藤ほか(2013)

(収束モデル)

追加検討①

(収束モデル)

初期モデル

佐藤ほか(2013)

(収束モデル)

追加検討①

(収束モデル)

佐藤ほか(2013)

(収束モデル)

追加検討①

(収束モデル)

佐藤ほか(2013)

(収束モデル)

追加検討①

(収束モデル)

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（２）追加検討①：G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動（水平方向） ｇ．収束物性値
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 G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動評価に用いた収束物性値による伝達関数は，佐藤ほか
(2013)の物性値による伝達関数と比較して，深部の減衰定数が1%から5%程度になったことにより，10Hzより高
振動数側で小さくなっている。

収束物性値による伝達関数とH/Vスペクトルの比較

振動数(Hz)

振
幅

比

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（２）追加検討①：G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動（水平方向） ｈ．伝達関数

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 2004年北海道留萌支庁南部地震におけるHKD020(港町)の観測記録について，追加の室内試験
結果を用い，G.L.-41m以浅に非線形性を考慮して基盤地震動を評価した。

 基盤地震動の最大加速度は561cm/s2となっており，佐藤ほか(2013)による基盤地震動
(585cm/s2)と比較してやや小さく評価されている。また，基盤地震動の応答スペクトルは，佐藤ほ
か(2013)による応答スペクトルとほぼ同程度となっている。

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（２）追加検討①：G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動（水平方向） ｉ．まとめ

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 佐藤ほか(2013)の地盤モデルに基づき，G.L.-6m以浅を非線形，G.L.-6m以深を減衰定数3%として基盤地震動
を評価し，佐藤ほか(2013)の評価結果と比較する。

等価線形解析に用いる地盤モデル

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（３）追加検討②：減衰定数の不確かさを考慮した基盤地震動（水平方向） ａ．地盤モデル

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 佐藤ほか(2013)の地盤モデルに基づき，G.L.-6m以深を減衰定数3%とした基盤地震動の最大加速度は
609cm/s2となり，佐藤ほか(2013)による基盤地震動(585cm/s2)と比較すると，やや大きく評価されている。また，
その応答スペクトルは，佐藤ほか(2013)による応答スペクトルとほぼ同程度となっている。

加速度時刻歴波形の比較

擬似速度応答スペクトルの比較

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（３）追加検討②：減衰定数の不確かさを考慮した基盤地震動（水平方向） ｂ．評価結果

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 収束物性値による伝達関数は，佐藤ほか(2013)の物性値による伝達関数と同様に，本震時のH/Vスペクトルの
特徴をよく再現していると考えられる。

収束物性値による伝達関数とH/Vスペクトルの比較

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（３）追加検討②：減衰定数の不確かさを考慮した基盤地震動（水平方向） ｃ．伝達関数

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 2004年北海道留萌支庁南部地震におけるHKD020(港町)の観測記録について，佐藤ほか(2013)
の地盤モデルに基づき，G.L.-6m以浅を非線形，G.L.-6m以深を減衰定数3%として基盤地震動を
評価した。

 基盤地震動の最大加速度は609cm/s2となっており，佐藤ほか(2013)による基盤地震動
(585cm/s2)と比較してやや大きく評価されている。また，基盤地震動の応答スペクトルは，佐藤ほ
か(2013)による応答スペクトルとほぼ同等となっている。

 収束物性値による伝達関数は，佐藤ほか(2013)の物性値による伝達関数と同様に，本震時の
H/Vスペクトルの特徴をよく再現する結果となっている。

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（３）追加検討②：減衰定数の不確かさを考慮した基盤地震動（水平方向） ｄ．まとめ

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 佐藤ほか(2013)における鉛直方向の基盤地震動の評価結果は，佐藤ほか(2013.10)時点での地盤モデルに基
づいていたが，笹谷ほか(2008)による位相速度を説明できないことから，佐藤ほか(2013)の報告時点以降に，
表層部分のPS検層を再測定している。

 再測定結果によるG.L.-6m以浅のP波速度は，佐藤ほか(2013)の地盤モデルと異なるため，再測定結果を反映
した地盤モデルにより，鉛直方向の基盤地震動が再評価された。

※再測定結果によるS波速度は，佐藤ほか(2013)の地盤モデルとほぼ同様のため変更していない。

P波速度

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（４）追加検討③：地盤モデル変更による基盤地震動評価(鉛直方向） ａ．地盤モデル

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 PS検層の再測定結果を反映した地盤モデルを用い，体積弾性率一定としてG.L.-41mの鉛直方向の基盤地震
動を評価した結果，その最大加速度は306cm/s2となり，佐藤ほか(2013)による基盤地震動(296cm/s2)と比較す
ると，やや大きく評価された。

P波速度 減衰定数

加速度時刻歴波形

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（４）追加検討③：地盤モデル変更による基盤地震動評価(鉛直方向) ｂ．評価結果

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 佐藤ほか(2013)のHKD020(港町)のP波速度モデルは，笹谷ほか(2008)による位相速度を説明で
きないことから表層部分のPS検層を再測定し，再測定結果を反映した地盤モデルを設定した。

 上記地盤モデルを用い，体積弾性率一定としてG.L.-41mの鉛直方向の基盤地震動を評価した結
果，その最大加速度は306cm/s2となり，佐藤ほか(2013)による基盤地震動(296cm/s2)と比較す
ると，やや大きい。

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（４）追加検討③：地盤モデル変更による基盤地震動評価(鉛直方向) ｃ．まとめ

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 佐藤ほか(2013)及び追加検討③における鉛直方向の基盤地震動は，体積弾性率一定として評価しているが，
地下水位の状況を踏まえ，G.L.-6m以浅をポアソン比一定，G.L.-6m以深を体積弾性率一定とした場合の鉛直
方向の基盤地震動を評価した。

 体積弾性率一定とした場合と比較して，ポアソン比一定とした場合，S波速度の低下に伴ってP波速度も低下す
るため，最大加速度は小さくなっている。

 その結果，最大加速度は262cm/s2となり，体積弾性率一定と仮定した結果(306cm/s2)は保守的な結果となっ
ている。

P波速度 減衰定数

加速度時刻歴波形

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（５）追加検討④：G.L.-6m以浅をポアソン比一定とした基盤地震動（鉛直方向） ａ．評価結果
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 地下水位の状況を踏まえ，G.L.-6m以浅をポアソン比一定，G.L.-6m以深を体積弾性率一定とし
た場合の鉛直方向の基盤地震動を評価した。

 G.L.-41mの基盤地震動を評価した結果，その最大加速度は262cm/s2となり，体積弾性率一定と
仮定した結果(306cm/s2)は保守的な結果となっている。

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討
（５）追加検討④：G.L.-6m以浅をポアソン比一定とした基盤地震動（鉛直方向） ｂ．まとめ

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 佐藤ほか(2013)による2004年北海道留萌支庁南部地震におけるHKD020（港町）の基盤地震動
評価について，以下の追加検討を実施した。

① G.L.-41m以浅に非線形性を考慮した基盤地震動評価(水平方向)

② G.L.-6m～G.L.-41mの減衰定数を3%とした基盤地震動評価(水平方向)

③ 再測定されたPS検層結果を踏まえた基盤地震動評価(鉛直方向)

④ 地下水位の状況を踏まえG.L.-6m以浅をポアソン比一定とした基盤地震動評価(鉛直方向)

 上記の①～④の検討結果によると，HKD020(港町)の基盤地震動は水平方向については追加検
討②の結果(609cm/s2)，鉛直方向については追加検討③の結果(306cm/s2)が最も大きいものと
なった。

２．３ 佐藤ほか（2013）以降の追加検討

（６）まとめ（震源を特定せず策定する地震動の評価に反映する基盤地震動）

震源を特定せず策定する地震動の評価に反映する基盤地震動として，水平方向は最大加速
度609cm/s2の基盤地震動，鉛直方向は最大加速度306cm/s2の基盤地震動を採用する。

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 「震源を特定せず策定する地震動」の評価に反映する2004年北海道留萌支庁南部地震の基盤地震動として，
水平方向は最大加速度609cm/s2の基盤地震動，鉛直方向は最大加速度306cm/s2の基盤地震動を採用する。

 なお，下表のとおり，PS検層結果から得られているHKD020（港町）の基盤層（G.L.-41m）におけるS波速度は
938m/s，P波速度は2215m/sであり，一方，東通原子力発電所の解放基盤表面の振動特性を代表する位置※

におけるS波速度は1300m/s，P波速度は2250m/sである。

 東通原子力発電所のS波速度及びP波速度は，HKD020（港町）の基盤層のＳ波速度及びＰ波速度をそれぞれ
上回っているため，本検討結果は地盤条件的に保守性のあるものとなっている。

２．４ 震源を特定せず策定する地震動に考慮する地震動

（１）基盤地震動を踏まえた地震動の設定

「震源を特定せず策定する地震動」に考慮する地震動として，更なる保守性を考慮し，水平方
向の最大加速度620cm/s2，鉛直方向の最大加速度320cm/s2の地震動を設定する。

HKD020(港町)の基盤層(G.L.-41m)
東通原子力発電所の解放基盤表面の

振動特性を代表する位置

S波速度 938m/s 1300m/s

P波速度 2215m/s 2250m/s

基盤におけるS波及びP波速度の比較

※：解放基盤表面の位置は，原子炉建屋設置レベルであるT.P.-16.3mに設定しているが，解放基盤表面の振動特性は，建屋の影
響を受けず，振幅が原子炉建屋設置レベルと同等以上である自由地盤の岩盤上部の地震観測点（T.P.+2.0m）で代表している。
〔第943回審査会合（2021.2.5）資料１－２－２ p.41参照〕
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２．４ 震源を特定せず策定する地震動に考慮する地震動

（２）応答スペクトル，加速度波形
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：2004年北海道留萌支庁南部地震の知見に基づき設定した
「震源を特定せず策定する地震動」に考慮する地震動（水平）
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最大加速度：320cm/s2最大加速度：620cm/s2

 2004年北海道留萌支庁南部地震の知見に基づき設定した「震源を特定せず策定する地震動」に考慮する地震動の応答スペクト
ル及び加速度波形を示す。

 参考として， 基盤地震動の評価結果との比較を参考資料（本資料p.65）に示す。

：2004年北海道留萌支庁南部地震の知見に基づき設定した
「震源を特定せず策定する地震動」に考慮する地震動（鉛直）

加速度波形（鉛直）
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３．標準応答スペクトルに基づく地震動の評価

３．１ 標準応答スペクトルに基づく地震動の評価概要
３．２ 一様乱数の位相特性を用いた模擬地震波による評価
３．３ 観測記録の位相特性を用いた模擬地震波による評価
３．４ 標準応答スペクトルに基づく地震動価として採用する地震動
３．５ プレート間地震による観測記録を用いた追加検討
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３．１ 標準応答スペクトルに基づく地震動の評価概要

（１）標準応答スペクトルの概要と評価方針

 標準応答スペクトルの概要

震源近傍の多数の地震動記録に基づいて策定した地震基盤相
当面（地震基盤からの地盤増幅率が小さく地震動としては地震
基盤面と同等とみなすことができる地盤の解放面で，せん断波
速度Vs＝2200m/s以上の地層をいう。）における標準的な応答
スペクトル（以下「標準応答スペクトル」という。）として次の図に
示すもの。

 地震基盤相当面（せん断波速度Vs=2200m/s以上）で定義された標準応答スペクトルに基づき，解放基盤表面（せ
ん断波速度Vs=1300m/s）における地震動を評価する。

東通原子力発電所 評価方針

解放基盤表面※1の
せん断波速度Vs

1300m/s

 標準応答スペクトルに適合した模擬地震波を作成し，地下構造モデルによって地震基盤相当面か
ら解放基盤表面までの地盤補正を考慮する。

 審査ガイド※2を踏まえ，模擬地震波は，一様乱数の位相特性を持つ正弦波の重ね合わせによる方
法及び実観測記録（敷地内で観測された記録）の位相特性を用いる方法により作成する。

※1：解放基盤表面の位置は，原子炉建屋設置レベルであるT.P.(東京湾平均海面)-16.3m。
解放基盤表面の振動特性は，自由地盤の岩盤上部の地震観測点（T.P.+2.0m）で代表する。

改正 令和3年4月21日 原規技発第2104216号 原子力規制委員
会決定 「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及
び設備の基準に関する規則の解釈」による。

※2：審査ガイド（基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド 5.基準地震動）では，「震源を特定せず策定する地震動による基準地震動は，設定さ
れた応答スペクトル（地震動レベル）に対して，地震動の継続時間及び振幅包絡線の経時的変化等の特性が適切に考慮されていることを確認する。
また，設定された応答スペクトルに基づいて模擬地震動を作成する場合には，複数の方法（例えば，正弦波の重ね合わせによる位相を用いる方法，
実観測記録の位相を用いる方法等）により検討が行われていることを確認する。」とされている。

第1065回審査会合（2022.8.5）
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地震基盤相当面
（Vs=2200m/s以上の地層）

標準応答スペクトル模擬地震波

解放基盤表面位置における
標準応答スペクトル

解放基盤表面の振動特性を代表する位置

（T.P.+2.0m，Vs=1300m/s層上面）

地下構造モデルによる
引き上げ波の算定

自由地盤

評価概要図

 地震基盤相当面において作成した標準応答スペクトルに対し所定の適合度
※

を有する模擬地震波を，統計的グ
リーン関数法による地震動評価に用いる地下構造モデルにより解放基盤表面位置まで引き上げる。

※：原子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601-2015（日本電気協会，2016）に示される以下の適合度の条件を満足するように作
成する。

①目標とする応答スペクトル値に対する模擬地震波の応答スペクトル値の比が全周期帯で0.85以上
②目標とする応答スペクトル強さに対する模擬地震波の応答スペクトル強さの比（SI比，周期0.1～2.5秒）が1.0以上

３．１ 標準応答スペクトルに基づく地震動の評価概要

（２）解放基盤表面位置における標準応答スペクトルの評価概要

第1065回審査会合（2022.8.5）
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３．２ 一様乱数の位相特性を用いた模擬地震波による評価

（１）模擬地震波の作成方法

 一様乱数の位相特性を持つ正弦波の重ね合わせによって作成する模擬地震波の振幅包絡線の経時的変化は，
以下の諸元を用いてNoda et al.(2002)の方法により評価する。

・振幅包絡線の経時的変化算定の諸元：マグニチュード7.0，等価震源距離10km
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振幅包絡線の経時的変化

地震規模は，武村(1990)のM0-M関係及びKanamori(1977)のM0-Mw関係から導かれる経験式（Mw=0.78M+1.08）と，全国共通に考
慮すべき地震動の地震規模(Mw6.5程度未満)との関係から，Mw6.5の場合のMは約6.95となることからM7.0に設定。

また，等価震源距離は，敷地近傍(半径10km程度以内の領域)で発生する地震を想定し，継続時間が長めとなるよう10㎞に設定。

※：第1039回審査会合（2022.4.11）資料1-1-3，p.35参照

マグニチュード
Ｍ

等価震源距離
Xeq（km）

振幅包絡線の経時的変化（s）

Tb Tc Td（継続時間）

7.0 10 3.72 16.31 29.80

（参考）6.9 10 3.31 15.06 28.03

なお，マグニチュードについては6.9※から7.0に見直していることから，参考としてマグニチュード6.9とした場合の振幅包絡線の経
時的変化も記載する。
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①応答スペクトル比
の最小値

0.87

②ＳＩ比
（周期0.1～2.5秒）

1.02

地震基盤相当面における標準応答スペクトルに適合する模擬地震波

水平方向 鉛直方向

①応答スペクトル比
の最小値

0.92

②ＳＩ比
（周期0.1～2.5秒）

1.03

：標準応答スペクトル（目標スペクトル）（水平）
：模擬地震波（水平）

：応答スペクトル比（水平）
（模擬地震波／標準応答スペクトル）

：応答スペクトル比（鉛直）
（模擬地震波／標準応答スペクトル）

適合度（水平）

加速度波形（水平）

標準応答スペクトルに対する
模擬地震波の応答スペクトル比（水平）

標準応答スペクトルと
模擬地震波の応答スペクトル（水平）

適合度（鉛直）

加速度波形（鉛直）

標準応答スペクトルに対する
模擬地震波の応答スペクトル比（鉛直）

標準応答スペクトルと
模擬地震波の応答スペクトル（鉛直）

：標準応答スペクトル（目標スペクトル）（鉛直）
：模擬地震波（鉛直）

３．２ 一様乱数の位相特性を用いた模擬地震波による評価

（２）模擬地震波の作成結果

最大加速度：600cm/s2 最大加速度：400cm/s2
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３．２ 一様乱数の位相特性を用いた模擬地震波による評価

（３）地盤補正に用いる地下構造モデル

T.P.
(ｍ)

層厚
（ｍ）

密度
(t/ｍ3)

Vs
（ｍ/s）

Vp
（ｍ/s）

Qs Qp

－ － － － － －

9.0 2.24 1300 2250 1.23f0.74 2.33f0.50

55.0 2.24 1790 3060 1.23f0.74 2.33f0.50

20.8 2.72 1800 3340 1.23f0.74 2.33f0.50

23.2 2.72 1800 3340 1.23f0.74 2.33f0.50

60.0 2.30 1910 3350 8.91f0.94 5.55f0.50

24.0 2.30 2030 3360 8.91f0.94 5.55f0.50

62.0 2.30 2100 3390 8.91f0.94 5.55f0.50

30.8 2.33 2090 3690 8.91f0.94 5.55f0.50

292.0 2.44 2390 3690 100 100

921.0 2.45 2460 3750 100 100

946.0 2.48 2590 3960 100 100

546.0 2.50 2680 4160 100 100

∞ 2.63 3340 5800 150 150

+2.0

-7.0

-62.0

-82.8

-106.0

-166.0

-190.0

-252.0

-282.8

-574.8

-1495.8

-2441.8

-2987.8 地震基盤位置

解放基盤表面の

振動特性を代表する位置

地盤補正に用いる地下構造モデル

 地盤補正には，統計的グリーン関数法に用いる地下構造モデルを用いる。〔第943回審査会合（2021.2.5）資料１－２－２ p.121参照〕

 模擬地震波の入力位置となる地震基盤相当面は，審査ガイドを踏まえVs=2200m/sを上回るVsの値を示す層の上面に設定する。

 Vs=2200m/sを上回る最も浅い位置はT.P.-282.8mとなり，当該位置のVsは2390m/s，Vpは3690m/sであるが，Noda et al.(2002)で示される地震基盤
（Vsb=2200m/s，Vpb=4200m/s）と比べて，Vsは同等以上であるがVpは小さい。

 そのため，T.P.-282.8m以浅のVpについてのインピーダンス比※は大きい傾向になること，また，T.P.-282.8m以深の減衰はQ=100（h=0.5％）とする小さい値を
使用していることを踏まえ，鉛直動について入力位置による解放基盤表面（解放基盤表面の振動特性を代表する位置）における地震動の大きさの傾向を確
認した上で，地震基盤相当面を設定する。

 具体的には， Vs=2200m/sを上回る５箇所を入力位置とした場合の解放基盤表面における
地震動のエネルギーの大きさ〔ここではSI値（0.1～2.5秒）を採用〕を比較することにより確認する。
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検討入力位置

※：インピーダンス比は，（上層の密度×速度）／（下層の密度
×速度）で表され，インピーダンス比が大きいほど層境界面
に入射する波に対する増幅率は小さくなる。
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T.P.
(ｍ)

層厚
（ｍ）

密度
(t/ｍ3)

Vs
（ｍ/s）

Vp
（ｍ/s）

Qs Qp

－ － － － － －

9.0 2.24 1300 2250 1.23f0.74 2.33f0.50

55.0 2.24 1790 3060 1.23f0.74 2.33f0.50

20.8 2.72 1800 3340 1.23f0.74 2.33f0.50

23.2 2.72 1800 3340 1.23f0.74 2.33f0.50

60.0 2.30 1910 3350 8.91f0.94 5.55f0.50

24.0 2.30 2030 3360 8.91f0.94 5.55f0.50

62.0 2.30 2100 3390 8.91f0.94 5.55f0.50

30.8 2.33 2090 3690 8.91f0.94 5.55f0.50

292.0 2.44 2390 3690 100 100

921.0 2.45 2460 3750 100 100

946.0 2.48 2590 3960 100 100

546.0 2.50 2680 4160 100 100

∞ 2.63 3340 5800 150 150

+2.0

-7.0

-62.0

-82.8

-106.0

-166.0

-190.0

-252.0

-282.8

-574.8

-1495.8

-2441.8

-2987.8

３．２ 一様乱数の位相特性を用いた模擬地震波による評価

（４）地震基盤相当面の設定

 鉛直動について各入力位置からの解放基盤表面における地震動のSI値（0.1～2.5秒）を
比較した結果，最も深い位置である地下構造モデルの地震基盤位置（T.P.-2987.8m）を
入力位置とした場合のSI値が最も大きくなる。参考として，応答スペクトルを参考資料（本
資料p.64）に示す。

 この傾向と地震基盤位置のVpは5800m/sでありVpb=4200m/sよりも大きいことを踏まえ，
地震基盤位置を地震基盤相当面として採用する。

 作成した模擬地震波に対して，地震基盤相当面から解放基盤表面〔基準地震動の振動
特性を代表する位置（T.P.+2.0m，Vs=1300m/s，Vp=2250m/s層上面）〕までの地盤補正を
行う。

地震基盤相当面
（地震基盤位置）
（Vs=3340m/s，

Vp=5800m/s層上面）

解放基盤表面の

振動特性を代表する位置

地盤補正に用いる地下構造モデル

入力位置 SI値 SI比※

T.P.-282.8m 37.1 1.00

T.P.-574.8m 37.3 1.01

T.P.-1495.8m 38.5 1.04

T.P.-2441.8m 39.2 1.06

T.P.-2987.8m 46.6 1.26

※：SI比はT.P.-282.8mに対する値

表 解放基盤表面における地震動（鉛直動）のSI値

S219
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 標準応答スペクトルに適合する模擬地震波（一様乱数）を地下構造モデルを用いて解放基盤表面位置（Vs=1300m/s）に引き上げた地
震動について，応答スペクトル及び加速度波形を示す。

水平方向 鉛直方向

：解放基盤表面位置に引き上げた地震動（水平）

応答スペクトル（水平）

加速度波形（鉛直）

応答スペクトル（鉛直）

３．２ 一様乱数の位相特性を用いた模擬地震波による評価

（５）解放基盤表面位置における地震動の評価結果

：解放基盤表面位置に引き上げた地震動（鉛直）

最大加速度：553cm/s2 最大加速度：348cm/s2
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地震計鉛直断面位置図

凡例 ：地震観測点

T.P.+2.0m

T.P.-82.8m

T.P.-282.8m

T.P.+10.0m

岩盤上部の地震観測点
（解放基盤表面の振動特性）

▽GL

自由地盤観測点

T.P.+12.0m

凝灰角礫岩

安山岩

凝灰角礫岩

評価に用いる地震観測点

PN
α

TN

α：10.804°

平面配置図

自由地盤

観測点

100 2000 m300

敷地における自由地盤観測点では，原子炉建屋設置位置付近と同じ岩盤に地震計を設置し1994年4月から観測
を行っている。

地震基盤位置での観測記録の位相特性を用いた模擬地震波の作成にあたっては，最深部のT.P.-282.8mの観測
記録を用いる。

３．３ 観測記録の位相特性を用いた模擬地震波による評価

（１）敷地における地震観測，模擬地震波作成に用いる地震観測点

第1065回審査会合（2022.8.5）
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 敷地の近くで発生した内陸地殻内地震による観測記録を用いることにより，内陸地殻内地震としての震源特性，伝播特性及びサイト特
性を反映することが可能になるが，東通原子力発電所では敷地近傍（半径10km以内）における規模の大きい内陸地殻内地震の観測
記録は得られていない。

 範囲を拡げ，震央距離40km以内，震源深さ20km以浅，地震規模M4程度以上とした条件では３地震が抽出されたが，いずれも規模が
小さく，その観測記録（応答スペクトル）は長周期成分が不足している。

 以上より，敷地において適切な内陸地殻内地震の観測記録は得られていないことを確認した。また，下北半島では他機関においても
内陸地殻内地震震源近傍の大きな観測記録は得られていない。

３．３ 観測記録の位相特性を用いた模擬地震波による評価

（２）模擬地震波の作成に用いる地震の選定

敷地周辺の内陸地殻内地震（Ｍ4程度以上）の
観測地震の震央分布

（震央：気象庁，震源メカニズム解：F-net）
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No.1:2004.10.20(M3.9) No. 年 月 日 時 分
東経 北緯

M

震源
深さ

震央
距離

震源
距離

最大
加速度

(°) (′) (°) (′) (km) （km） (km) (cm/s2)

1 2004 10 20 11 16 141 19.49 41 32.17 3.9 7.84 40 41 1.1

2 2010 1 24 16 19 141 38.71 41 12.59 4.5 13.63 22 26 5.9

3 2010 2 2 22 48 141 38.74 41 13.09 4.0 12.48 22 25 1.5
20 km

No.1:2004.10.20(M3.9) No.3:2010.2.2(M4.0)No.2:2010.1.24(M4.5)
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：EW成分
：UD成分
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３．３ 観測記録の位相特性を用いた模擬地震波による評価

（３）模擬地震波の作成に用いる地震の選定 加速度波形
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 前頁で抽出した地震における敷地での観測記録（加速度波形）は，いずれも振幅が大きい区間は短い。
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３．４ 標準応答スペクトルに基づく地震動の評価結果

 敷地において適切な内陸地殻内地震の観測記録が得られておらず，また，下北半島では他機関においても内陸地殻内地震震源近傍
の大きな観測記録は得られていないことから，標準応答スペクトルに基づく地震動は一様乱数の位相特性を用いた模擬地震波による
評価結果を採用する。
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水平方向 鉛直方向

：解放基盤表面位置に引き上げた地震動（水平）

応答スペクトル（水平）

加速度波形（鉛直）

応答スペクトル（鉛直）

：解放基盤表面位置に引き上げた地震動（鉛直）

最大加速度：553cm/s2 最大加速度：348cm/s2

29.8 29.8

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50
10

0
20

0
50

0

10
00

20
00

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm
)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

(h=0.05)

0.01 0.02 0.05 0.1 0.2 0.5 1 2 5 10
0.1

0.2

0.5

1

2

5

10

20

50

100

200

500

1000

50
10

0
20

0
50

0

10
00

20
00

(c
m/s

 )2

0.01

0.1

1
10

(cm)

周  期(秒)

速
 
度
 

(cm/s)

(h=0.05)

加速度波形（水平）

S220



53

 敷地で適切な内陸地殻内地震の観測記録が得られていないが，伝播特性及びサイト特性に起因する位相特性が模擬地震波策定に与
える影響を確認するため，プレート間地震による観測記録の位相を用いた検討を行う。

 青森県東方沖ではM6クラスのプレート間地震が発生している。 規模の大きい地震を対象とすることは観測記録の長周期成分の信頼
性を確保できる。また，継続時間が長いため目標スペクトルに適合する模擬地震波を作成しやすい利点がある。

 震央距離100km以内，地震規模M6以上の検索条件で，5地震のプレート間地震が抽出された。

 模擬地震波作成には，観測記録の位相特性に含まれる断層の破壊過程の影響を重視し，震源距離が最も近い2012年5月24日の青森
県東方沖の地震（M6.1）の観測記録を用いる。

３．５ プレート間地震による観測記録を用いた追加検討

（１）検討目的，検討に用いる地震の選定

敷地周辺のプレート間地震（Ｍ6以上）の
観測地震の震央分布

（震央：気象庁，震源メカニズム解：F-net）

No. 年 月 日 時 分
東経 北緯

M

震源
深さ

震央
距離

震源
距離

最大
加速度

(°) (′) (°) (′) (km) （km） (km) (cm/s2)

1 2001 8 14 5 11 142 26.19 40 59.73 6.4 37.69 90 98 5.1

2 2002 10 14 23 12 142 16.85 41 9.11 6.1 52.71 75 92 5.4

3 2012 5 24 0 2 142 7.42 41 20.62 6.1 59.6 64 88 7.4

4 2014 8 10 12 43 142 16.74 41 8.04 6.1 50.56 75 90 4.2

5 2018 1 24 19 51 142 26.88 41 0.58 6.3 33.9 91 97 5.1
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 模擬地震波の作成に用いる2012年5月24日の青森県東方沖の地震（M6.1）の観測記録（T.P.-282.8m）の加速度波形及び応答スペク
トルを示す。なお，水平方向については，NS成分とEW成分に大きな差異がないことから，最大加速度が大きいNS成分を採用する。

観測記録（T.P.-282.8m） 応答スペクトル観測記録（T.P.-282.8m） 加速度波形

鉛直方向

３．５ プレート間地震による観測記録を用いた追加検討

（２）検討に用いる地震観測記録
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 模擬地震波は，観測記録の位相特性を用い目標スペクトルと適合※するようにフーリエ振幅を修正することにより作成した。
※：適合度は，一様乱数の位相特性を持つ正弦波の重ね合わせによって作成する模擬地震波と同じく，原子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601-2015（日本電気協会，2016）

に基づき判定（p.43参照）。

①応答スペクトル
最小比

0.87

②ＳＩ比
（周期0.1～2.5秒）

1.04

観測記録の位相特性を用いた地震基盤位置における標準応答スペクトルに適合する模擬地震波

水平方向 鉛直方向

①応答スペクトル
最小比

0.86

②ＳＩ比
（周期0.1～2.5秒）

1.01

：標準応答スペクトル（目標スペクトル） （水平）
：模擬地震波（水平）

：応答スペクトル比（水平）
（模擬地震波／標準応答スペクトル）

：応答スペクトル比（鉛直）
（模擬地震波／標準応答スペクトル）

適合度（水平）

加速度波形（水平）

標準応答スペクトルに対する
模擬地震波の応答スペクトル比（水平）

標準応答スペクトルと
模擬地震波の応答スペクトル（水平）

適合度（鉛直）

加速度波形（鉛直）

標準応答スペクトルに対する
模擬地震波の応答スペクトル比（鉛直）

標準応答スペクトルと
模擬地震波の応答スペクトル（鉛直）

：標準応答スペクトル（目標スペクトル）（鉛直）
：模擬地震波（鉛直）

３．５ プレート間地震による観測記録を用いた追加検討

（３）模擬地震波の作成結果
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３．５ プレート間地震による観測記録を用いた追加検討

（４）解放基盤表面における地震動の評価結果
 標準応答スペクトルに適合する模擬地震波（観測記録位相）を地下構造モデルを用いて解放基盤表面位置（Vs=1300m/s）に引き上げ

た地震動について，応答スペクトル及び加速度波形を示す。

水平方向 鉛直方向

：解放基盤表面位置に引き上げた地震動（水平）

加速度波形（水平）

応答スペクトル（水平）

加速度波形（鉛直）

応答スペクトル（鉛直）

：解放基盤表面位置に引き上げた地震動（鉛直）

最大加速度：534cm/s2 最大加速度：353cm/s2
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３．５ プレート間地震による観測記録を用いた追加検討

（５）一様乱数の位相特性を用いた模擬地震波による評価結果との比較

 それぞれの方法で評価した解放基盤表面における地震動の応答スペクトルは全周期にわたってほぼ同じ大きさを示すものとなった。
これは，今回のプレート間地震による観測記録の位相特性を用いた模擬地震波には，伝播特性及びサイト特性に起因する特殊な位
相特性が含まれていないことを間接的に示していると考えられる。

水平方向 鉛直方向

：一様乱数の位相特性を用いた模擬地震波による評価結果（水平）
：観測記録の位相特性を用いた模擬地震波による評価結果（水平）

：一様乱数の位相特性を用いた模擬地震波による評価結果（鉛直）
：観測記録の位相特性を用いた模擬地震波による評価結果（鉛直）
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４．全国共通に考慮すべき地震動の評価結果



59４．全国共通に考慮すべき地震動の評価結果
（１）2004年北海道留萌支庁南部地震の知見に基づき設定した

「震源を特定せず策定する地震動」に考慮する地震動
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水平方向

加速度波形（水平）

：2004年北海道留萌支庁南部地震の知見に基づき設定した
「震源を特定せず策定する地震動」に考慮する地震動（水平）
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加速度波形（鉛直）

：2004年北海道留萌支庁南部地震の知見に基づき設定した
「震源を特定せず策定する地震動」に考慮する地震動（鉛直）

 全国共通に考慮すべき地震動のうち，2004年北海道留萌支庁南部地震の知見に基づき設定した「震源を特定せず策定する地震動」に考慮
する地震動は以下のとおり設定する。参考として，内陸地殻内地震の評価結果との比較を参考資料（本資料p.65）に示す。
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４．全国共通に考慮すべき地震動の評価結果

（２）標準応答スペクトルに基づく地震動
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：標準応答スペクトルに基づく地震動（水平） ：標準応答スペクトルに基づく地震動（鉛直）

最大加速度：553cm/s2 最大加速度：348cm/s2
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 全国共通に考慮すべき地震動のうち，標準応答スペクトルに基づく地震動は以下のとおり設定する。参考として，内陸地殻内地震の評価結
果との比較を参考資料（本資料p.65）に示す。
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（１）標準応答スペクトルと加藤ほか（2004）による応答スペクトルの比較

：標準応答スペクトルに基づく地震動
：加藤ほか（2004） による応答スペクトルを地下構造モデルに基づき

Noda et al.(2002)の地盤増幅率を用いて補正
：2014年6月申請 基準地震動Ss-1

鉛直方向水平方向

 地震基盤相当面（Vs=2200m/s以上）で定義された標準応答スペクトルは，Vs=2200m/s，Vp=4200m/sにおける加藤ほか（2004）による応答スペクトルを
上回っていることから，加藤ほか（2004）による応答スペクトルは採用しない。（左図）

 なお，加藤ほか（2004）による応答スペクトルの場合，Vs，Vpの値によって応答スペクトルの大きさを経験的に補正する手法を採用しているため，東通原
子力発電所の解放基盤表面の振動特性を代表する位置における加藤ほか（2004）による応答スペクトルは，標準応答スペクトルに基づき地下構造の影
響を精査し評価した地震動を鉛直方向の長周期側で上回るものの，2014年6月に申請した基準地震動Ss-1を超過しないことから，加藤ほか（2004）によ
る応答スペクトルの評価は，保安水準の確保の観点からも特に必要とはならない。（右図）
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全国共通に考慮すべき「震源を特定せず策定する地震動」に
関する検討 報告書（2019年8月7日）より抜粋

東通原子力発電所の解放基盤表面の振動特性を代表する
位置における応答スペクトルの比較
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（２）2004年北海道留萌支庁南部地震

基盤地震動の評価結果と「震源を特定せず策定する地震動」に考慮する地震動の比較
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：基盤地震動の評価結果（水平：609cm/s2）
：「震源を特定せず策定する地震動」に考慮する地震動（水平：620cm/s2）

：基盤地震動の評価結果（鉛直：306cm/s2）
：「震源を特定せず策定する地震動」に考慮する地震動（鉛直：320cm/s2）

鉛直方向水平方向

応答スペクトル（水平） 応答スペクトル（鉛直）
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 2004年北海道留萌支庁南部地震の基盤地震動の評価結果（水平：609cm/s2，鉛直：306cm/s2）と，更なる保守性を考慮し設定した「震源を特定せず策
定する地震動」に考慮する地震動（水平：620cm/s2，鉛直：320cm/s2）を比較して示す。
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参考資料

（３）各入力位置による解放基盤表面における地震動（応答スペクトル，鉛直方向）

※1：高振動数側（20Hz以上）にフィルター処理を実施。（ゆがみ除去）
※2：ハッチング部分はＳＩ比算定対象外の周期帯を示す。

各入力位置による解放基盤表面における地震動※2

（応答スペクトル，鉛直方向）

：T.P.-282.8m（Vp=3690m/s）位置に入力※1

：T.P.-574.8m（Vp=3750m/s）位置に入力※1

：T.P.-1495.8m（Vp=3960m/s）位置に入力
：T.P.-2441.8m（Vp=4160m/s）位置に入力
：T.P.-2987.8m（Vp=5800m/s）位置に入力

T.P.
(ｍ)

層厚
（ｍ）

密度
(t/ｍ3)

Vp
（ｍ/s）

Qp

－ － － －

9.0 2.24 2250 2.33f0.50

55.0 2.24 3060 2.33f0.50

20.8 2.72 3340 2.33f0.50

23.2 2.72 3340 2.33f0.50

60.0 2.30 3350 5.55f0.50

24.0 2.30 3360 5.55f0.50

62.0 2.30 3390 5.55f0.50

30.8 2.33 3690 5.55f0.50

292.0 2.44 3690 100

921.0 2.45 3750 100

946.0 2.48 3960 100

546.0 2.50 4160 100

∞ 2.63 5800 150

+2.0

-7.0

-62.0

-82.8

-106.0

-166.0

-190.0

-252.0

-282.8

-574.8

-1495.8

-2441.8

-2987.8

地盤補正に用いる地下構造モデル（鉛直方向）

解放基盤表面の

振動特性を代表する位置

入力位置

S219

 一様乱数の位相特性を用いた標準応答スペクトルに適合する鉛直方向の模擬地震波について，T.P.-282.8m以深の５箇所を入力位置と
した場合の解放基盤表面における地震動の応答スペクトルを示す。
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参考資料
（４）全国共通に考慮すべき地震動の評価結果と

内陸地殻内地震「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」の比較

「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」の地震動評価と「震源を特定せず策定する地震動」の比較

NS成分 EW成分 UD成分

 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」は，活断層を伴わない規模の小さい地震をベースに想定位置や規模等に保守性を考
慮した検討用地震である。そこで，参考として敷地において算定された地震動が保守的なものであることを確認する観点から，「震源を特
定せず策定する地震動」との比較を行った。比較には，震源と活断層を関連づけることが困難な過去の内陸地殻内の地震について得ら
れた震源近傍における観測記録に基づき策定された標準応答スペクトル※１及び加藤ほか（2004）※２に加え留萌地震※３採用した。

 「下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震」は，短周期～中周期にかけて「震源を特定せず策定する地震動」を超過する大きさと
なっている。

※１：第1039回審査会合（2022.4.11）資料１－１－２ p,77に記載の標準応答スペクトルに基づく地震動は2021年12月補正申請時の内容（M6.9）であるため，本資料の評価結果（M7.0）に変更（本資料p.60） 。
※２：地下構造モデルに基づきNoda et al.(2002).の地盤増幅率を用いて補正した。
※３：2004年北海道留萌支庁南部の地震の評価結果（本資料p.57）。

：下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震，断層モデル手法（全ケース）
：【参考】震源を特定せず策定する地震動（標準応答スペクトル） ※１

：【参考】留萌地震※３

：下北半島中軸部高速度層の高まりに基づく地震， 各種距離減衰式（全ケース）
：【参考】震源を特定せず策定する地震動〔加藤ほか（2004）〕 ※２

第1065回審査会合（2022.8.5）

資料１ p.62 一部修正
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